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検討を要する
事項等

・バス交通対策推進事業の相違。
・バス交通対策基本計画の調整。

－ －

町営バス、コミュ
ニティバス、チャ
イルドバスの運行

運行に関する補助制度 なし なし ありあり

あり

相模原市

コミュニティバ
スの導入

検討中 検討中

あり

都
市
交
通
計
画
課

バス交通対策
推進事業

事業概要
　規制緩和のもと、バス交通の課題に対応し、生活交通としてのバス路線確保のためには、行政が主体となった
対策が必要であることから、バス交通対策基本計画を策定し、生活交通の確保を図る。

事業比較

バス交通対策推進事業比較表

区　　　分 藤野町

検討委員会の有無 なし なし なし

課名 事務事業名 内　　　　　容

なし

城山町 津久井町 相模湖町

都
市
計
画
課

都市計画基本
図作成委託

事業概要
　都市計画総括図及び販売用都市計画図の印刷用版起こしデータの作成及び相模原市都市計画基本図（デジタル
マップ＝いわゆる地形図）の修正。

事業比較

区　　　分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 藤野町

デジタル化の有無 あり あり なし

31.59k㎡ 24.28k㎡

市 町 面 積 90.41k㎡ 19.90k㎡ 122.04k㎡

なし あり

31.59k㎡ 64.91k㎡

2.23k㎡ 2.15k㎡

都市計画区域面積 90.41k㎡

用 途 地 域 面 積 62.54k㎡ 2.70k㎡ 2.95k㎡

19.90k㎡ 50.90k㎡

検討を要する
事項等

・基本図となる地形図及び都市計画基本図等の整備状況の相違。
・図形データ、縮尺の調整。

105



課名 事務事業名 内　　　　　容

都
市
交
通
計
画
課

バス活性化事
業

事業概要 　道路混雑の抑制、環境保全等の観点から、利用者の利便性向上を図り、バスへの転換促進事業を展開する。

事業比較

区　　　分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 藤野町

補助制度の有無 あり あり なし なし なし

－ ー

検討を要する
事項等

・補助制度の調整。
・走行環境の相違によるバス待ち環境の考え方や導入を促進すべき車両の調整。

根 拠 法 令

相模原市バス利
用促進等総合対
策事業補助金交
付要綱

城山町バス停留
所上屋設置事業
補助金交付要綱

－
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課名 事務事業名 内　　　　　容

3件 7件 

開
発
指
導
課

開発指導事務
運営費

事業概要
　許可を要する開発行為又は事業区域面積若しくは住戸数が各市町の基準以上の住宅に係る建築行為（許可不要な開
発行為を含む。）について、都市計画法又は各市町開発行為等指導要綱（条例）に基づき、各種公共・公益施設等の
設置を指導し、秩序ある市街地の形成に資する。

事業比較

区　　　分 相模原市 城山町 藤野町

根 拠 法 令
相模原市開発行
為等指導要綱

城山町開発行為
等指導要綱

津久井町住環境
整備条例

相模湖町まちづ
くり条例

藤野町開発行為
指導要綱

津久井町 相模湖町

区域の前面道路
及び区域内道路
の構造、汚水雑
排水処理施設、
雨水処理施設、
緑地、公園、公
共空地、交通安
全施設、ゴミ集
積場、防犯灯、
駐車場・駐輪
場、自然環境保
全、中高層住宅
に係る諸問題、
文化財の保全、
住民調整。

開発事業の基本的基
準（一区画の面積・
宅地の環境・環境保
全・防災措置・安全
対策・公共、公益施
設等の無償提供・公
共財産等）、公共施
設等の整備（道路・
公園・緑地・上水
道・雨水、家庭雑排
水施設・消防施設・
教育施設）、環境整
備（環境保全及び緑
化・ごみ収集所・街
灯・集会施設等・駐
車場確保）、文化財
の保護、工場等の環
境保全（公害関係法
令の遵守・緩衝緑地
の設定）等につい
て。

協 議 件 数 211件 4件 

指 導 内 容

事業区域が接す
る道路の幅員
等、新設道路の
幅員等、排水施
設、雨水調整施
設、雨水浸透施
設、公園、自主
管理広場、緑
地、歩道状空
地、消防施設、
消防活動用空
地、集会施設、
ごみ置き場、最
低敷地面積、防
災行政用同報無
線支局、防犯
灯、駐車場、駐
輪場及び近隣住
民等への説明。

一宅地の面積、
開発区域内道路
の整備、接続道
路の整備、下水
道施設整備、雨
水調整施設等、
公園の設置、緑
地の設置、
 消防施設、消防
活動の空地、防
犯灯の設置、ご
み集積所の設
置、教育施設、
保育所及び幼稚
園、文化財の保
護、自動車及び
自転車駐車場の
設置等。

開発区域に係
る、道路整備、
公園整備、緑地
整備、排水施設
整備、消防の用
に供する施設整
備、ごみ収集所
整備、自動車駐
車場整備、自転
車置場整備、集
会施設整備、防
犯灯整備、敷地
面積、近隣地権
者等への説明会
開催及び内容報
告等。

17件 

検討を要する
事項等

・指導要綱（条例）の内容調整。
・都市計画法に基づく開発行為の許認可行為の事務を所管している津久井土木事務所との調整。
・市指導要綱と町条例の開発行為として扱う要件の相違。
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課名 事務事業名 内　　　　　容

神奈川県津久井土木事務所

105件

10,276,000円

開
発
審
査
課

開発行為許可
申請手数料

事業概要 　都市計画法に基づく開発行為の許可を受けるために必要な手数料を負担する。

事業比較

区　　　分 相模原市

平成１４年度実績
149件

13,217,960円

検討を要する
事項等

・都市計画法に基づく開発行為に関する許認可事務を所管している津久井土木事務所との調整。

都
市
整
備
課

安全で快適な
歩行者空間創
出事業

事業概要
　地区計画等で定められた建物の壁面後退により、創出された空間を歩行者が自由に通行できる空地（歩行者空
間）として確保することを促進するため、奨励金を交付する。

事業比較

区　　　分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 藤野町

奨 励 金 の 算 出

当該土地に係る固定資
産税及び都市計画税の
年額に２０年分（建物
の後退）または、５年
分（土地の空地確保）
を乗じた額。

該当なし

6件

518.28㎡

検討を要する
事項等

・特になし。

平成１４年度実績

4,811,000円
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課名 事務事業名 内　　　　　容

都
市
整
備
課

土地区画整理
事業

事業概要
　市街化区域内の良好な住環境の形成を目的に土地区画整理事業を促進する。土地区画整理事業…道路、公園等
の公共施設を整備・改善し、土地の区画を整え、宅地の利用増進を図る。

事業比較

区　　　分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 藤野町

助 成 範 囲

○事業の施行又は組
合の設立の許可に要
する図書の作成に係
る測量、調査及び設
計に要する費用は、
市長が負担する。
○道路の築造に要す
る費用…工事費及び
移転補償費の４０％
以内
○施行地区に接する
道路の築造に要する
費用…工事費及び移
転補償費の４０％以
内
○下水道の布設に要
する費用…工事費の
４０％以内
○施行地区外の下水
道の布設に要する費
用…工事費の４０％
以内
○雨水調整地の築造
に要する費用…工事
費の４０％以内
○文化財等調査に要
する費用…公共施設
用地に係る調査費の
全部及びその他の用
地に係る調査費の５
０％以内
○事務及び調査設計
に要する費用…事務
費及び調査設計費の
１０％以内

○個人施工又は組合施
工の設立認可に要した
費用の100分の100以内
の額とする
○施行地区の施設の築
造費及び地下埋設物等
支障物件の移転補償又
は除却工事費、整地及
び調査設計に要する合
計額の100分の10以内
の額とする
○施工地区内に接する
道路の築造費、施工区
域外の排水施設の築造
費、雨水排水を考慮し
て築造される雨水調整
池及び6メートルを超
える部分の道路の築造
に要する費用の100分
の25以内の額
○公園整備に要する費
用の100分の100以内の
額
○埋蔵文化財の発掘調
査に要する費用の100
分の50以内の額
○項目別合算額につい
ては、総事業費の100
分の5内の額とする
○公共施設管理者負担
金又は国、県の補助金
を受ける部分は助成の
対象としない

○道路、公園、広
場、水路、緑地、下
水道、消防の用に供
する貯水施設…築造
費及び移転補償費の
総額の１／２以内
○施行地区に接する
道路…築造費の総額
の１／２以内
○公共施設の整備に
要する調査設計費
　　文化財調査費
公共施設用地に係る
部分の割合を乗じた
額
　　その他調査費
総額の１／２以内
○公共施設の整備に
要する事務費　調査
及び調査設計費の補
助額に「国庫申請要
領・別表第２」の市
町村欄の割合を乗じ
た額の１／２以内
○認可に要する図書
の作成…全額
○公共施設管理者負
担金又は国、県から
の補助金の額は、公
共施設の整備に要す
る費用から控除する

－ －

検討を要する
事項等

・助成の範囲や助成率の調整、助成規則の調整。
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課名 事務事業名 内　　　　　容

駐
車
場
対
策
課

放置自転車対
策事業

事業概要 　自転車法・市町条例等に基づき、放置自転車等の移動・保管・処分等を行う。

事業比較

区　　　分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 藤野町

根 拠 法 令
相模原市自転車等の
放置防止に関する条
例・施行規則

城山町環境保全に関
する条例

－
相模湖町放置車両の
措置に関する要綱

－

検討を要する
事項等

・放置自転車の移動、保管、引き取り費用など制度の調整。

駐
車
場
対
策
課

有料自転車駐
車場駐車料

事業概要 　自転車駐車場利用料金。

事業比較

区　　　分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 藤野町
有料自転車駐車場の有無 あり なし なし あり あり

箇 所 数 12箇所 － － 1箇所 3箇所
駅
か
ら
2
5
0
m
圏
内

定
期
利
用

自転車
一 般 1,800円 － － 2,500円 2,000円

学 生 1,200円 － － 1,500円 1,800円

原動機付自転車

一 般
3,000円

－ －
3,000円

3,000円

学 生 － － 2,800円
一
時
利
用

自転車 100円 － － － 100円
原動機付自転車 200円 － － － 200円

－ －駅
か
ら
2
5
0
m
圏
外

定
期
利
用

自転車
一 般

原動機付自転車

一 般

一
時
利
用

自転車

－

－

学 生 1,000円 － － － －

1,500円 －

－

－

学 生 － － － －
2,500円

－ －

－
原動機付自転車 200円 － － － －

100円 － －

検討を要する
事項等

・自転車駐車場の利用料金の相違。
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課名 事務事業名 内　　　　　容

平成１５年度の事業内容

住
宅
課

市営住宅ス
トック総合改
善事業

事業概要
　市営住宅ストック総合活用計画に基づき、高齢者や障害者をはじめとして入居者が安心・安全に生活できるよ
う、既設市営住宅に対し改善・維持保全等を行う。

事業比較

区　　　分 相模原市 城山町

該当なし

既設町営住宅を
取壊し、居住性
向上のため新設
事業を行う

検討を要する
事項等

・老朽化に伴う今後の建替計画の調整。

津久井町 相模湖町 藤野町

内　容

＜住戸改善・１団
地＞
玄関・トイレ・浴
室へ手すりを設置
する
＜共用部分改善・
３団地＞
屋外階段へ手すり
を設置する

該当なし

町営住宅の維持
にかかわる補修
等

住
宅
課

住宅使用料
（現年度分）

事業概要
　平成8年度公営住宅法改正により、家賃体系が従来の限度額家賃から応能応益家賃に改正されたことに伴い、
入居者がその能力に応じて負担する。

事業比較

住宅使用料比較表

区　　　分 相模原市 城山町 津久井町

検討を要する
事項等

・　滞納家賃の徴収方法等具体的な手続きについての調整。

相模湖町 藤野町

対象数（直接建設分） 20団地（1,677戸） 4団地　49戸 17団地（149戸） 8団地（39戸）  6団地（20戸）
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課名 事務事業名 内　　　　　容

土木工事積算事務電算処理経費

平成１４年度の状況（決算額）

検討を要する
事項等

・電算システム（システム端末機等を増設等に伴う維持管理面や情報保安対策等）に関する調整。

業務内容

・相模原市土木工事
費積算システムの機
器等のリース賃借料
及び使用料
・積算基準改定(年1
回)、基礎単価改定
(年4回)に伴うシステ
ムデータ改定作業
・積算基準となる、
関連図書(神奈川県土
木工事標準積算基準
書など)の購入
・消耗品（システム
のプリンタート
ナー、用紙など)の購
入
・土木工事共通仕様
書などを有償頒布す
るための印刷製本費

・積算システムソフ
ト(土木工事積算シス
テム）及び端末機器
の賃借料及び使用料
・関連図書（神奈川
県土木工事標準積算
基準書等）の購入
・積算基準及び基礎
単価の改定作業業務
委託

・機械器具借上
・歩掛データ作成業
務
・機器及び積算シス
テムのリース賃借料
及び使用料
・歩掛改訂（年１
回）単価改訂（年４
回）に伴うデータ作
成、修正業務委託
※作成・修正等した
データがＣＤＲ等に
より納品されるた
め、職員がデータ入
力を行う

津久井町 相模湖町 藤野町

・機器及びシステム
のリース賃借料及び
使用料
・積算基準改定(年1
回)、基礎単価改定
(年4回)に伴うシステ
ムデータ改定作業
（データ改訂につい
ては、町職員で対
応）

・道路工事費積算シ
ステムの機器等の
リース賃借料及び保
守委託料
・下水道工事費積算
システムの機器等の
リース賃借料及び保
守委託料

土
木
計
画
課

土木工事積算
事務電算処理
経費

事業概要
　公共工事の設計積算事務の効率化及び合理化を図るための電算処理に係わる経費であり、積算事務の省力化に
より、担当職員の現場での住民対応サービス向上を図ることを目的とする。

事業比較

区　　　分 相模原市 城山町

相模湖町 藤野町

道
路
管
理
課

道路占用料

事業概要 　道路の占用料を徴収する。

事業比較
区　　　分 相模原市 城山町 津久井町

検討を要する
事項等

・占用料、納付期限の調整。

徴収額 474,850,243円 8,360,207円 1,178,000円 872,178円 179,000円
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課名 事務事業名 内　　　　　容

道
路
補
修
課

道路舗装整備
事業

事業概要 　道路舗装整備事業(私道の寄付)、狭あい道路拡幅整備事業(狭あい)。

事業比較

区　　　分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 藤野町

寄付条件

私道路敷整備要綱
　所有者全員に意
志がある、幅員４
ｍ以上などの条件
あり。

狭あい道路拡幅整
備要綱

道路用地寄付取扱要綱
(1)広く生活道路として
利用され、かつ道路の
起終点が公道又は公共
用地等に接続するもの
であること。
(2)私道の幅員は、４ｍ
以上であること。
(3)提供する私道は、す
べて無償とし、道路敷
地内には原則として電
柱類その他占用物件が
なく、かつ道路の交差
箇所には、角切りが設
置されていること。
(4)道路と民地との境界
が明確であること。

狭あい道路拡幅
整備要綱

まちづくり条例
に基づく狭あい
道路事業
建築基準法42条2
項で指定された
道路が対象。

該当なし

検討を要する
事項等

・後退用地の寄付、買取、物件保障の有無等の統一性の調整。

平成14年度事業概要

(私道寄付分)
22箇所、33路線
延長2,563.7m
(狭あい分)
79箇所
延長1,423m

（私道寄付分）
１箇所、１路線
延長70.8m

－

・狭あい道路整備
事業に係る境界確
定等業務委託5件
・隅切り用地購入
2件
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課名 事務事業名 内　　　　　容

管きょ事業受益者負担金比較

検討を要する
事項等

・単位負担金額、徴収猶予地の取扱、減免規定、報奨金規定、延滞金の算定、納期の相違。

下
水
道
管
理
課
下
水
道
料
金
室

管きょ事業受
益者負担金
（現年度分）

事業概要 　公共下水道が整備されることにより特定の利益を受ける方々に整備事業費の一部負担をしていただくもの。

事業比較

 １平方メートルあたり
   第１負担区
      ３９８円
   第２負担区
      ４１１円

 １平方メートルあたり
           ４３０円

納付期日

第１期
　６月１日
　　　～６月３０日

第２期
　９月１日
　　　～９月３０日

第３期
　１１月１日
　　　～１１月３０日

第４期
　翌年１月１日
　　　～１月３１日

単位負担金額
 １平方メートルあたり
           ２７０円

 １平方メートルあたり
            ３００円

 １平方メートルあたり
         ３７８円

第１期
 ７月１日
   　 ～７月３１日

第２期
  ９月１日
　　　～ ９月３０日

第３期
　１１月１日
　　　～１１月３０日

第４期
　翌年２月１日
　　　～２月末日

第１期
　６月１日
　　　～６月３０日

第２期
　９月１日
　　　～９月３０日

第３期
　１１月１日
　　　～１１月３０日

第４期
　翌年１月１日
　　　～１月３１日

第１期
　６月１日
　　　～６月３０日

第２期
　９月１日
　　　～９月３０日

第３期
　１１月１日
　　　～１１月３０日

第４期
　翌年１月１日
　　　～１月３１日

第１期
 ６月１０日
    ～６月３０日

第２期
 ９月１０日
    ～９月３０日

第３期
　１１月１０日
　　　～１１月３０日

第４期
　翌年１月１０日
　　　～１月３１日

藤野町

納付義務者

区　　　分 相模原市 城山町

公共下水道を整備した区域内の土地所有者または権利者(地上権者、質権者、使用借主、賃借人等）

津久井町 相模湖町
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課名 事務事業名 内　　　　　容

公共下水道使用料比較

２，１１０円

検討を要する
事項等

・システム、料金体系、減免制度の相違。

使用料（25㎥あた
り）

（消費税含む）
２，１４７円 ２，５５２円 ２，５１８円

藤野町

納付義務者
公共下水道に汚水を
排除する者

公共下水道に汚水を
排除する者

公共下水道に汚水を
排除する者

公共下水道に汚水を
排除する者

公共下水道に汚水を
排除する者

下
水
道
管
理
課
下
水
道
料
金
室

公共下水道使
用料（現年度
分）

事業概要
　下水道使用者から、その排水量（一般的には水道使用量）に応じて、汚水処理の維持管理にかかる費用などに
ついて、公共下水道使用料として負担していただくもの。

事業比較

区　　　分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町

１，９７９円
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課名 事務事業名 内　　　　　容

公共下水道事業受益者分担金比較
城山町 津久井町 相模湖町

単位負担金額
 １平方メートルあたり
           ４９０円

納付期日

下
水
道
管
理
課
下
水
道
料
金
室

公共下水道事
業受益者分担
金（現年度
分）

事業概要 　公共下水道が整備されることにより特定の利益を受ける方々に整備事業費の一部負担をしていただくもの。

事業比較

区　　　分 相模原市

第１期
 ７月１日
   　 ～７月３１日

第２期
  ９月１日
　　　～ ９月３０日

第３期
　１１月１日
　　　～１１月３０日

第４期
　翌年２月１日
　　　～２月末日

検討を要する
事項等

・市街化調整区域における受益者分担金の賦課・徴収制度の調整。

藤野町

納付義務者

公共下水道を整備し
た区域内の土地所有
者または権利者(地上
権者、質権者、使用
借主、賃借人等）

該当なし
受益者負担金に兼ね
る

該当なし
受益者負担金に兼ね

る
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課名 事務事業名 内　　　　　容

分担金滞納金割合（年率）

負担金延滞金割合（年率）

延滞金割合（年率）

下
水
道
管
理
課
下
水
道
料
金
室

受益者分担金
及び負担金延
滞金

事業概要 　受益者分担金及び負担金の滞納金を徴収する。

事業比較

区　　　分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 藤野町

分担金 10.95% 該当なし 負担金と同じ 該当なし 負担金と同じ

区　　　分 相模原市 城山町 津久井町 相模湖町 藤野町

負
担
金

最初の
１か月まで

10.95% 10.95%

4.1% 7.25%

14.5%

それを超えた
場合

城山町 津久井町 相模湖町

14.5% 14.5%

・延滞金の率の調整。

それを超えた
場合

14.5% 14.6%

下
水
道
管
理
課
下
水
道
料
金
室

公共下水道使
用料延滞金

事業概要 　公共下水道使用料の滞納金を徴収する。

事業比較

区　　　分 相模原市

14.6%

検討を要する
事項等

・延滞金の率の調整。

藤野町

最初の
１か月まで

4.1%

10.95%

4.1% 7.3%

該当なし
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課名 事務事業名 内　　　　　容

道路情報管理システム業務委託比較

平成１５年度事業内容

○システム開発
○データ整備
○ソフトウェア保守
及び機器保守委託

全体の概要

該当なし

土
木
シ
ス
テ
ム
推
進
担
当

道路情報管理
システム業務
委託

事業概要
　統合型地理情報システム（統合型ＧＩＳ）の根幹となる道路骨格の整備を図るため、道路法に規定する道路台
帳の図面と調書を一元管理とする道路台帳の電子化を行い、道路財産の実態把握と道路の適正管理に資するとと
もに、高度情報社会への対応を図り、市民サービスの向上を推進する。

事業比較

○実施期間
・平成１１年度～平
成１９年度（予定）
○管理対象物件
・市道路線数8,462路
線
・延長1,640.31㎞
　（Ｈ14.4.1）

城山町 津久井町

検討を要する
事項等

・予算、事業計画等に関する調整。

区　　　分 相模原市 相模湖町 藤野町
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